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重要事項説明書 

（生活支援通所） 
 

2025年 12月 1日現在 

 

 

この生活支援通所重要事項説明書は、ご利用者が、生活支援通所サービスを受けられる際

に、ご利用者やそのご家族に対し、当法人の事業運営規定の概要や通所介護従業者などの

勤務体制等 、ご利用者のサービスの選択に資すると認められる重要事項を記したものです。 

 

 

1. 事業者 

法 人 名 社会福祉法人 愛生館 

本部の所在地 碧南市鷲林町 4丁目 109番地 1 

代 表 者 名 理事長 小林 清彦 

代 表 番 号 
ＴＥＬ（０５６６）41-0865 

ＦＡＸ（０５６６）41-0862 

事 業 所 

特別養護老人ホームひまわり・安城 

ケアプランセンターひまわり・安城 

デ イ サ ー ビ ス ひ ま わ り・安城 

TEL（0566）92-0088 

TEL（0566）95-7580 

TEL（0566）92-7832 

 

２. サービス提供事業所の概要 
（1）事業所名称等 

事 業 所 名 デイサービスひまわり・安城 

所 在 地 安城市福釜町下山 81番地 1 

電話番号・FAX TEL（0566）92-7832 ・ FAX（0566）91-2132 

介護保険指定者番号 23A3100030 

当事業所のサービス 生活支援通所サービス 

サービスを提供する地域  安城市    ※一部指定地域は別紙 1 を参照 

※ 上記以外の方でもご希望の方はご相談ください。 
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（2）事業の目的および運営方針 

事業の目的 

社会福祉法人愛生館が開設するデイサービスひまわり・安城が行う

生活支援通所の事業の適正な運営を確保するために人員及び管理

運営に関する事項を定め、事業所の生活相談員、看護職員、機能訓

練指導員及び介護職員が、要介護状態にある高齢者に対し、適正な

通所介護及び生活支援通所を提供することを目的とします。 

運営方針 

1．指定生活支援通所の提供にあたっては、事業所の生活相談員等

は、要支援者が可能な限りその居宅において、自立した日常生活

を営むことができるよう、必要な日常生活上の支援及び機能訓練を

行うことにより、心身機能の維持回復を図り、もって利用者の生活機

能の維持又は向上を目指すものとする。 

2．事業の実施に当たっては、関係市町村、地域包括支援センター、

居宅介護支援事業者、地域の保健・医療・福祉サービスとの綿密な

連携を図り、総合的なサービスの提供に努めるものとする。 

 

（3）当事業所の職員体制 

職  種 人  員 

管  理  者 1名 

生 活 相 談 員 2名以上 

看  護  職  員       2名以上 

介  護  職  員 7名以上 

機能訓練指導員       2名以上 

歯 科 衛 生 士       1名以上 

管 理 栄 養 士       １名以上 

 

 

（4）営業日およびサービス提供時間 

営業日 月曜日から金曜日、国民の祝日のうち指定日 

営業時間 8時 45分～17時 00分 

サービス提供時間 10時 00分～12時 00分 

休業日 土曜日・日曜日・12月 31日～1月 3日・および事業所の指定する日 
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3. サービス内容等 
（1）（生活支援通所） 

・日常生活動作の機能訓練 

・健康チェック 

・送迎 

・運動機能向上 

（2）生活支援通所従業者の禁止行為        

生活支援通所従業者はサービス提供に当たって、次の行為は行いません。   

① 医療行為（ただし、看護職員、機能訓練指導員が行う診療の補助行為を除く。）  

② ご利用者様又はご家族様の金銭、預貯金通帳、証書、書類などの預かり 

③ ご利用者様又はご家族様からの金銭、物品、飲食の授受    

④ 身体的拘束その他ご利用者様の行動を制限する行為（ご利用者様又は第三者等の生命

や身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除く）  

⑤ その他ご利用者様又はご家族様等に対して行う宗教活動、政治活動、営利活動、その

他迷惑行為     

 

４. 利用料金 
サービス利用の実績に基づき、月末に単位数を集計します。安城市は地域区分が 6 級地で

すので、通所介護サービスの 1 単位の単価は 10.27 円に定められています。 

ご負担いただく利用料金は、ご利用になられた単位数に 1 単位単価を乗じた金額の「介護

保険負担割合証」に記載された負担割合の金額を事業所にお支払いいただきます。「介護

保険負担割合証」をご確認ください。 

ただし介護保険の給付の範囲を超えたサービス利用料は全額自己負担となります。 

 

（1）生活支援通所サービス 

①基本サービス費       【単位】 

 単位（1月につき） 

週 1回程度 1,430 

週 2回程度 2,917 

 

②加算              【単位】                              

個別加算 

加算項目 単位数/回 

送迎減算（片道） 

事業所が送迎を行わない場合 
－４７ 

 

（2）運営規程で定められた「その他の費用」 

 金  額 備  考 

食費 1日 650円 治療食は 1日 700円 

日用品費 1日 50円  

教養娯楽費 実費 
 

オムツ代 オムツ代 200円、パット代 50円 
※ご利用者の希望で提供した場合

（1 枚の金額） 

実施地域外の交通費 100円/ｋｍ 別紙参照 

延長費 500円/30分  
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（3）支払い方法 

利用料金のお支払いは、 次の方法になります。 

口座振替による集金方法をとらせて頂きます。（手数料として、80 円＋消費税をご負

担願います） 

 口座振替以外の支払い方法を希望される方は、お申し出ください。 

※毎月 10日前後に口座振替金額を連絡させて頂きます。 

※口座振替日は毎月 27 日です。土曜日・日曜日にかかる場合は、次の月曜日になります。

           

５. キャンセル 
（１）ご利用者がサービスの利用を中止する際には、速やかにご連絡ください。 

連絡先 ＴＥＬ（０５６６）92-7832 
（２）ご利用者の都合でサービスを中止する場合には、当日 9時までにご連絡ください。 

また、前日１７時までにご連絡なく、キャンセルされた場合には、食事代としてキャンセル料を

申し受けることになりますので、ご了承ください。 

ただし、ご利用者の体調不良など、緊急やむを得ない事情のある場合には、ご請求いたし 

ません。 

 

６. サービスの利用方法 
(1) サービスの提供に先立って、介護保険被保険者証に記載された内容を確認させていただ 

きます。住所などに変更があった場合は速やかにお知らせください。  

（2）サービスの利用開始 

介護支援専門員（ケアマネジャー）が作成した居宅サービス計画書に基づき、サービス 

提供を開始します。 

（3）サービスの終了 

1）ご利用者の都合でサービスを終了する場合 

事前に介護支援専門員（ケアマネジャー）に連絡して下さい。 

2）当事業所の都合でサービスを終了する場合 

人員不足等やむを得ない事情により、サービスの提供を終了させていただく場合がござ 

います。その場合は 1 ヶ月前までに文書で通知いたします。 

3）苦情・ハラスメントの対応 

   事業所は、提供した指定居宅介護支援又は自らが居宅サービス計画に位置付けた指定

居宅サービス等に対する利用者又はそのご家族からの苦情・ハラスメントに迅速かつ適切

に対応するために必要な措置を講ずるものとする。 

  *利用者及びそのご家族が事業者の職員に対して以下のハラスメント行為を行った場合に

は、契約解除・損害賠償請求も含め厳正に対応致します。 

1) 暴行： 殴る、蹴る、つねるなど 

2) 暴言： 「死ね」「役立たず」など、職員の尊厳を傷つけるような言葉をいうなど 

3) 威嚇： 近距離で職員に対して怒鳴る、反社会的勢力の構成員だった過去を示したり、  

    殺傷能力のある物を示して職員に恐怖心を与える行為、職員の求めに反してペ

ットを柵に入れないなど 

4) セクハラ： 必要もなく手や腕を触る、抱きしめる、性的な動画・音声を流すなど 

5) 過度な要求： 職員の契約内容以外の労力や介護保険制度から逸脱する内容の要求 

など 

6) プライバシー侵害： 職員の許可なくその撮影をして SNS 上に投稿する、執拗に 

個人情報を尋ねるなど 

7) そのほか、上記に類する、当事者間の信頼関係を破壊する一切の行為 
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4）自動終了 

  以下の場合は、双方の通知がなくても、自動的にサービスを終了いたします。 

* ご利用者が介護老人福祉施設、その他施設に入所した場合 

* 介護保険給付でサービスを受けていたご利用者の要介護認定区分が、非該当（自立）と

認定された場合 

* ご利用者がお亡くなりになった場合や介護保険の被保険者資格を喪失された場合 

  

 

5）その他 

* 当事業所が正当な理由なくサービスを提供しない場合、守秘義務に反した場合、ご利用

者やご家族などに対して社会通念を逸脱する行為を行った場合、または当事業所が破産

した場合、ご利用者は即座にサービスを終了することができます。 

* ご利用者がサービス利用料金の支払いを ２ヶ月以上滞納し、料金を支払うよう催告した

のにもかかわらず１ヶ月以内に支払わない場合。 

* 地震、噴火等の天災、その他事業者の責に帰すべからざる事由によりサービスを終了さ

せていただく場合がございます。 

* 当事業所は「介護サービス情報の公表」制度に基づき第三者評価を受け、その結果の公

表に同意しています。 

詳しくは愛知県介護サービス情報公表センター 

http://www.aichi-fukushi.or.jp/kaigokouhyou/index.html 
 

  

７. 緊急時の対応方法 
生活相談員等は、通所介護を行っているときに、利用者の病状の急変、その他緊急事態

が生じたときは、速やかに主治の医師等に連絡する等の措置を講じ、管理者に報告しま

す。 

主 

治  

医 

ご利用者の主治医 
 

 

所属医療機関名称 
 

 

所在地 
 

 

電話番号 
 

ご

家

族

等 

緊急連絡先のご家族等 
 

 

住 所 
 

 

電話番号 
 

 

 

 

８. サービスの質的向上の方策 
介護員の質的向上を図るため次のとおり研修の機会を設けます。 

(1)採用時研修 
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(2)採用後      ３ヶ月以内 

(3)継続研修     年  ２ 回 

９. 事前説明 
サービス提供前に管理者等が事前説明にお伺いいたします。相談、要望等ご遠慮なくお申

し出ください。 

 

 

10. 虐待の防止について 
事業者は、ご利用者様等の人権の擁護・虐待の防止等のために、次に掲げるとおり必要な

措置を講じます。        

(1)虐待防止に関する責任者を選定しています。      
(2)成年後見制度の利用を支援します。       

(3)苦情解決体制を整備しています。       

(4)従業者に対して、虐待防止を啓発･普及するための研修を実施しています。  

(5)介護サービス相談員を受入れます。        

(6)サービス提供中に、当該事業所従業者又は養護者（現に養護している家族・親族・同居人

等）による虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速やかに、これを市町村に通報

します。  

 

 

虐待防止に関する責任者 管理者：浅田 孝一 

 

 

11. 身体拘束について  

事業者は、原則としてご利用者様に対して身体拘束を行いません。ただし、自傷他害等の

おそれがある場合など、利用者本人または他人の生命・身体に対して危険が及ぶことが考え

られるときは、ご利用者様に対して説明し同意を得た上で、次に掲げることに留意して、必要

最小限の範囲内で行うことがあります。その場合は、身体拘束を行った日時、理由及び態様

等についての記録を行います。   

緊急性 
直ちに身体拘束を行わなければ、利用者本人または他人の生命身体に危

険が及ぶことが考えられる場合に限ります 

非代替性 
身体拘束以外に、利用者本人または他人の生命身体に対して危険が及ぶ

ことを防止することができない場合に限ります。 

一時性 
利用者本人または他人の生命身体に対して危険が及ぶことがなくなっ

た場合は、直ちに身体拘束を解きます。 

           

 

 

 

12．秘密の保持と個人情報の保護について 
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ご利用者及
びその家族
に関する秘
密の保持に
ついて 
 

 事業者及び事業者の事業に従事するものは、サービス提供をする上で知り
得たご利用者及びそのご家族に関する秘密を正当な理由なく、第三者に漏
らしません。 
この秘密を保持する義務は、契約が終了した後、又は従業者が当事業所

を退職した後も継続します。 

個人情報の
保護につい
て 

 事業者は、ご利用者から予め文書で同意を得ない限り、サービス担当者会
議において、ご利用者の個人情報を用いません。また、ご利用者のご家族の
個人情報についても、予め文書で同意を得ない限り、サービス担当者会議
でご利用者のご家族の個人情報を用いません。 
事業者は、ご利用者及びそのご家族に関する個人情報が含まれる記録物

については、善良な管理者の注意をもって管理し、また処分の際にも第三者
への漏洩を防止するものとします。 

           

  

13. 事故発生の防止及び発生時の対応 
（1）安全かつ適正に質の高いサービスを提供するために事故発生の指針を定め、事故を防止 

するための体制を整備します。 

（2）ご利用者に対するサービス提供により事故が発生した場合は、速やかに市町村、ご利用者 

  の家族等に対し連絡を行う等、必要な措置を講じます。 

（3）事故が発生した場合には、事故の状況及び事故に際してとった処置を記録します。 

（4）サービスの提供により賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠償を速やかに行います。 

 

 

14. 非常災害対策          

(1)事業所に災害対策に関する担当者（防火管理者）を置き、非常災害対策に関する取り組 

みを行います。         

(2) 非常災害に関する具体的計画を立て、非常災害時の関係機関への通報及び連携体制を

整備し、それらを定期的に従業員に周知します。    

(3) 定期的に避難、救出その他必要な訓練を行います。 

   

         

15. 衛生管理等          
(1) 生活支援通所の用に供する施設、食器その他の設備又は飲用に供する水について、衛 

生的な管理に努め、又は衛生上必要な措置を講じます。     

(2) 生活支援通所事業所において感染症が発生し、又はまん延しないように必要な措置を講 

じます。          

(3) 食中毒及び感染症の発生を防止するための措置等について、必要に応じて保健所の助 

言、指導を求めるとともに、常に密接な連携に努めます。  

 

 

16．サービス提供に関する相談、苦情について 

（1）利用者および保証人は、提供されたサービスに関して苦情がある場合には、事業者、市 

町村、又は国民健康保険団体連合会に対して、いつでも苦情を申し出ることができます。 

 

（2）事業者は、苦情申し出等を行ったことを理由として何等の不利益な取り扱いも致しません。 
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（3）事業者は、利用者から相談、苦情等に対する窓口を設置し、事業者の設備又はサービス 

に関する利用者の要望、苦情に対し迅速に対応します。 

 
 
デイサービスひまわり・安城 
担当：相談員 

 

所在地：安城市福釜町下山 81番地 1 

TEL：（０５６６）92-7832 

FAX：（０５６６）91-2132 

受付時間：月～土曜日（午前９時～午後５時） 

安城市 福祉部  
高齢福祉課 介護保険係 

所在地：安城市桜町１８番２３号 

TEL:（０５６６）７１－２２９０ 

FAX:（０５６６）７４－６７８９ 

受付時間：月～金（午前 8時 30分～午後 5時 15分） 

愛知県国民健康保険団体連合会 
所在地：名古屋市東区泉一丁目６番 5号 

TEL:（０５２）９７１－４１６５(直通) 

受付時間：月～金（午前９時～午後５時） 

 

 

1７．提供するサービスの第三者評価の実施状況について 

 
実施の有無 無 

実施した直近の年月日  

実施した評価機関の名称  

評価結果の開示状況  

 

2018年 4月 1日作成 

2025年 12月 1日最終改訂 

 

 

18.改訂履歴 
 

2018年 4月 1日作成 

2019年 11月 1日改訂 

2020年 9月 1日改訂 

2021年 5月 1日改訂 

2021年 7月 1日改訂 

2023年 1月１日改訂 

2023年 1月１日改訂 

2024年 4月１日改訂 

2024年 8月１日改訂 

2025年 12月 1日改訂 


